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市場区分見直しのフォローアップ

（参考）新市場区分のコンセプト

高い流動性とガバナンス水
準を備え、グローバルな投
資家との建設的な対話を中
心に据えた企業向けの市場

公開された市場における投
資対象として十分な流動性
とガバナンス水準を備えた

企業向けの市場

高い成⾧可能性を有す
る企業向けの市場

プライム市場 スタンダード市場 グロース市場

 上場会社の企業価値向上へ寄与することを目的として実施された市場区分の見直し（２０２
２年４月）について、その実効性を確保し、真に変革の機会とするためには、今後も、東証
はスピード感をもって改革に取り組むことが必要不可欠

 東証においては、金融資本市場、ひいては日本経済の活性化に向けて、３つの市場区分の特
性を活用して、上場維持基準への抵触の懸念のない上場会社に対しても、資本コストを意識
した経営の推進など、中⾧期的な企業価値向上に向けた自律的な取組の動機付けとなる枠組
みづくりを進めていくべきである

市場区分見直しのフォローアップ会議における論点整理【抜粋】（２０２３年１月公表）
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ＰＢＲ（株価純資産倍率）

 ＰＢＲ１倍割れがプライム市場の50％（922社）、スタンダード市場の64％（934社）
 主要株価指数の構成企業のうちＰＢＲ１倍割れの企業の割合は、米国（S&P500）５%、欧州

（STOXX600）24%に対して、日本（TOPIX500）は43%

注: Bloombergから取得したデータを東証で加工、
データが得られる企業のみ抽出、2022年7月1日時点
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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応等に関するお願い

 2023年3月、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応等について、東証から上場会社に対
して通知・要請（上場会社との対話の担い手となる機関投資家にも、建設的な対話の実施を期待）
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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応に関する開示状況

プライム市場プライム市場

取組み等を開示
20%

(242社)

検討中と開示
11%

(137社)記載なし
69%

(856社)

（ｎ=1,235）

31％（379社）
が開示

注: 3月期決算企業を対象に、2023年7月14日時点のコーポレート・ガバナンス報告書等の内容に基づき集計

「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」
の要請を踏まえた開示状況

ＰＢＲ/時価総額水準別の開示状況（プライム市場）
ＰＢＲ

１倍未満 １倍以上

1,000億円以上
45%が開示
取組み等を開示:31％
検討中と開示:14％

(n=240)

26%
取組み等を開示:21％

検討中と開示:5％
(n=301)

250~1,000億円
39%

取組み等を開示:22％
検討中と開示:17％

(n=319)

15%
取組み等を開示:9％
検討中と開示:6％

(n=165)

250億円未満
25%

取組み等を開示:12.5％
検討中と開示:12.5％

(n=136)

15%
取組み等を開示:8％
検討中と開示:7％

(n=74)

 今般の要請では、計画策定・開示の前提として十分な現状分析や検討が求められるため、開示時期に
関して具体的な期限を定めていないものの、既に、プライム市場の３１％（３７９社）が開示済

 ＰＢＲが低い企業/時価総額が大きい企業ほど、開示が進展

時価総額
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 本資料は情報提供のみを目的としたものであり、投資勧誘や特定の証券会社との取引を推奨することを目的として作成され
たものではありません。

 万一、本資料に基づき被った損害があった場合にも、株式会社日本取引所グループ（JPX）は責任を負いかねます。
 本資料で提供している情報は万全を期していますが、その情報の完全性を保証しているものではありません。
 本資料に記載されている内容は将来予告なしに内容が変更される可能性があります。内容等について、過去の情報は実績

であり、将来の成果を予想するものではありません。
 資料には、作成者の個人的意見も含まれておりますので、全てがJPXの公式見解ではありません。

【本資料に関する注意事項】


